
育 会の

Educationa1 0pportuntty

教育社会学研究室 後

本稿のねらいは,教育の機会を,教育体制に即して機能的に構造化することにある。構造が問題

とされるには,必然的にその変容が考慮されねばならない。しかし,本稿では,変容を問題とする

前段階として,やや静態的に,教育の機会を再把握してみたい。前稿において,教育の機会を一般

的に理解することに努めた(1)が,かなリラフな形であった。本稿のねらいは,つぎのような観点に

立って,前稿の注釈を行なうこととなる。①教育体制論を仮説的に展開する。②教育の経済的意味

を重視P)して接近する。③前稿までの制度史的な立場を離れ,教育社会学的な立場を明確にする。

なお,こ こでは,一般に教育と考えるところを,学校教育にアナロジカルなものとして,考察の基

盤としたい。しかし,学校教育を中核として考えられた教育体制は,そのまま学校集団であるとは

考えない。両者は,相互に次元を異にするもの,む しろ,学校集団は,教育体制の一つの下位機能

休系として考えるものとする。

1.は じ め に

教育とは何かという設間には答えることはむつかしい。教育が,複数の人間相互に,ある関係な

り,共有価値なりに変動をあたえる作用であり,過程であることから, “What"と ぃぅ形では,接

近しえないからである。むしろ,何のため (fOr wllat)と 変えねばならない。これとても,未だ,

教育を静態的にとらえたに過ぎず,作用,過程が示す動態に接近しえていない。しかし,一応,教

育社会学的な教育への接近を,端的に表現するものとして, ``何のために"教育は存在するのか,

という立場をとることとする。教百体制は, この “何のために"と いう教育の目的を中核に,教育

の作用,過程を構造化したものである。ここから二つの問題がでてくる。①教育の目的は奈辺に向

けられるか。②目的設定の原理は何かということである。

(司 イギリスにおける総合制中等学校の発展を制度史的に考察するために,その前提段階として,教育機会の
構造化を試みた。ここでは,何 らの状況も規定しなかった。本稿では, これを教育体制の枠内に位置づけよ
うと試みる。

(2)教育投資論は SChultZ(59jを契機として,教育計画発想の基盤となっている。能力開発論,比較教育制
度等の研究にあたっては,無視しえない観点である。清水義弘教授 (72,75)は ,教育学でのわが国の理論
的指導者であるが,こ の考え方については VaiZey(48,49,団)等の理論がある。なお, BOWman(5)
のまとめがある。
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①教育過程は,社会的行為の過程だとされる。このことは,教育が,時間,空間に普遍的な完結体

という把握が捨てられ,教育と並列ないしは集合関係にある諸社会的行為と密接な関連を持つ,と

いう立場を表現することとなる。更にこれは,教育以外の諸社会的行為の変動に従って,教育の目的

も変容をうけることを示す。このことは,教育体制内的には,教育機会の変容としてとらえられる。

②教育の機会は目的に従って設定される。 これが, 教育の過程や作用を一般化する出発点とな

る。 従って, 教育体制の目的設定の原理は,総体社会の体制ないしはその変動によって規定され

る。 端的に言えば,平等主義に立脚するか,エ リート主義に立脚するか。)の問題である。 これ

は,教育目的が,総体社会の政治的統合のイデオロギーに規定される,社会構造との関連を示す。

社会構造を決定する原理が,教育機会設定の方向を決定するからである。それは,教育の基本的価

値体系に関与する問題である。これより,教育体制は,順体制的な発想を原則とする, という結論

が出てくる。なお,現代の総体社会が,抽象的な総体文化と個別的,具体的な諸下位文化を持つと

き,具体的な教育機会の設計が,いずれかの下位文化を標準と定めなければならない。今日,学校

教育の中流階級化現象が著しいと言われるのは, この故である(4)。 同時に,学校教育の産出する価

値が,エ リート育成の原理に立つか,万人に平等な価値賦与の立場に立つか,問題にされるのも,

この故である。それぞれは,解明を要する問題であることに異論はない。本稿では,まず,①の間

題にとりくむこととなる。 “何のために"教育は存在するか。この問いが,教育体制論への接近の

意義を確認させてくれるとともに,教育社会学の主要な一領域として,「教育体制の社会学として

の教育社会学」が,構想可能な地盤を提供してくれると考えることができる(。)c

2.教 育 体 制

2-1 教育体制への一般的接近

1.教育という作用は, 一つの社会的行為であることは衆知のこととされる。 総体社会の中に

は,教育以外にも,い くつかの社会的行為がある。従って,教育は,教育外の諸社会的行為との相

互連関のもとに成立する。ここで,教育は,O他の社会的行為とは,相対的に独自な体制という,

0)教育制度のあり方をめぐっての論点であるが,教育生産の目的設定ないし生産様式設定の原理と考えられ
る。従来,エ リート問題は,社会体制の構造化を説明する要因と考えられてきた。 しかし,MilIS(27)の
権カエリート論, BOttomore(4)の エリート分析,Turner(46)の 保護的,競争的エリート育成論, 麻
生 (56)の教育によるエリート周流論など,教育のエリート生産ないし周流に関する機能は,大きな問題で
あろう。

(4)Warner 61)が ,地域社会の生態学的研究から出発し,階層の概念を定式化し,それをもとに教育機会
の不均等を証明した時,教育と階層との関連の重要性が認識された。その結果, 清水 (71),COrWin(3)
が述べるように, 学校教育の中流階級化が現代社会における教育に, 大きな問題を投げかけることとなっ
た 。

(5)従来,教育制度は,教育社会学の主要な研究領域とされてきたが,清水 (70の教育社会学の構造論を除
いて,わが国では,あまり見あたらない。最近,池田 (58)によって,その必要性が主張されている。
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包括的全体が考えられる。即ち,それ自体として,独自な境界を持つ。①他の社会的諸行為との相

互連関を考えることによって,独自な機能を確定することができる。

2.①教育の機会を, ここでは,教育体制という教育行為自体の独自な境界と機能を説明する手
がかりとしたい(6)。 Pattons等 の言うように,社会体系を,社会的,文化的状況において, 2以上

の行為者間で行なわれる,相互行為の過程によって生ずる体系と考えれば(7), その相互行為のねら

いと過程が,他の社会的行為体系とは,相対的に独自なものを持つ, と仮定することで,体系化が

考えられよう。

②個人 (群)は,社会体系に,特定の相互行為の型に適する性質, 動機, 関心を持って参加す

る。これを役割とすれば,個人 (群)は,教育過程という特定の社会的状況に参加する際には, こ

こに特有の役割履行を受容し,それをもとに, 自己の要求に応ずる役割履行を,教育に期待する。

3.個人 (群)が,教育という社会的行為に参加するとき,つ ぎのような期待を持つ。①教育と
の相互行為によって, 自己の欲求充足を期待する。①自己の社会的存在としての価値に変容をうけ

ることを受容し,ま たそれを期待する。ここで,教育とは,教育機会の構造化された体系を言う。

①この場合は,個人 (群)の教育機会への役割期待の履行に対する期待報 酬を予測することであ

る。①自己の欲求充足 (期待報酬の獲得)に対する,教育機会の役割履行を期待することである。

この関係は,前稿で教育機会が,政策レベルと利用レベルとの葛藤,受容で実質的に顕在化すると

考えたことの前提である。しかも,教育機会は,政策的設定が先行し,利用がこれに雁行するとし

たことは,個人 (群)の教育機会への役割履行が,教育機会があたえるはずの報酬の枠に均衡する

形で行なわれるのが,個人 (群)の社会参加の通常の形態であることによる。

4.③教育体制が,教育の機会により構造化されることは,前稿で予測しておいた。しかもそれ

が,設定 (政策)と利用との相互連関,均衡で実質化 (通俗的意味で制度化)さ れることも指摘し

ておいたC)。 ここで,教育機会の政策レベルは,個人 (群)にとって,期待される報酬の体系化で

あり,利用レベルは,期待される報酬獲得への役割履行ととらえ直すことができよう。利用はいわ

ば,資格,威信という報酬 (耐久消費財としての生産能力,所得能力を示す学歴)に対して,支払

いをする性向と言える。政策は,教育の有用性,教育的価値 (学歴)の生産によって,利用の性向

に適応する用意である。教育機会の顕在化は, この両者の交換過程で行なわれる。

俗)教育制度を動態的なものとして考えることは,あまり見られない。 安藤 C57),中 島 (76Jのアプローチ
が示すように,静態的にとらえることが通例であったようだ。しかし,制度なり,体待1な りを変容の必然性
からとらえ直すことは必要なことである。

7)本稿では,以下,Parsons等 (51,52,55)の考え方に負うところが大きい。
18' 教育管理の基本構造を研究した持田 (81,82)は ,教育構造を実践と管理との三分割的なものとしてとら
えている。そして教育管理が,教育実践の組織技術を主領域とするのに,現在では,組織化機能が教育実践
と分極化し,人間疎外的状況において機能していると説く。本来,組織化機能は,教育過程の管理機能であ
ることに異論はない。しかし,管理には,組織化と同時に統制機能のあることも見逃すことができない。従
って,組織化機能が,人間 (教育対象)を疎外化した次元で機能することを認めねばならない。それは,管
理・組織化機能が,一面において,集団志向 (上位体系適応)の方向性を持つことによって説明できよう。
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②これらの関係は,個人 (群)が,経済体制に参加するときのそれと類似している。個人 (群)

は,経済体制に,生存に必要な財,サービスの入手可能性を期待し,それに支払い (労働サービス

の投入)をする性向を持つ。経済体制は, この役割履行に対してのみ,経済価値,効用 (財,サ ー

ビス)を生産し,個人 (群)に提供する用意をする。この交換過程においては, このような,個人

(群)の欲求充足を成立・保証する前提として,個人 (群)の経済体制に対する役割履行 (労働能

力,生産能力の提供)を要請する。 これなしでは, 経済体制側の期待報酬の生産行為は成立しな

やヽ。

③同様のことが,教育体制においても考えられる。個人 (群)の欲求充足の期待に対し,教育体

制は学歴という報酬を賦与する用意はある。しかし,教育体制は,政策的に設定された教育機会 (

政策的価値,報酬体系,規範,分配等の構造化された枠組み)を受容し,それに適応することを,

まず必要な,個人 (群)の役割履行として要求するのである。このことは,体制側の役割履行に対

する報酬用意が,利用側の欲求充足に優先することを一般的に示すものとみてよい。

従って,教育体制が,教育機会によって構造化されるならば,教育機会設定における報酬構造の

明確化が,教育体制への接近に必要であることになる。

2-2 教育的価値 (報酬の構造)

1.①報酬の構造化への行為は,つ ぎのように考えられよう。①報酬の価値的基盤への接近と独

自な境界の確定,①独自な境界内での価値の具体的体系化と,それへの接近,利用を統制するシン

ボルの選択,確定,①利用との相互過程,即ち, 不」用を想定しての措置決定。 これらは,それぞ

れ,行為が顕在化する基盤としての二つの対象,①文化的,①物理的,①社会的の二つの対象に相

当するであろう。前稿においては, これらを,①政策的価値,①報酬体系とその操作および操作規

範,①報酬分配の法則と考えておいた。

②政策的価値は,教育体制外との関連によって決定される。具体的には,①経済,政治という,

教育に対して常に新しい役割を期待してくる諸体制の目標や統制に規定される。①総体社会を通じ

て,諸成員に内在化が要求される価値体系,行動様式という情報に方向づけられた行為によって規

定される。

③報酬の操作,規範は,これらの情報や統制を,教育体制内的に組織変えされるべき,報酬の内

容や利用統制の情報,象徴である。従って,具体的な情報は,教育体制外の情報 (た とえば教育段

階,系列と経済体制内での職業との対応等)に依拠し,利用レベルに提示される。いわば,教育体

制は,あ たえるべき報酬の主要なものとして学歴という情報を用意し, これが,経済体制内でのサ

ービス能力に対応するものとして,教育体制内的な情報だとする。

①分配は,操作と規範という象徴を,利用レベルとの相互交換過程に持ち出す行為と言える。

2.①これら報酬 (教育体制内的な)の構造化にあたっての政策的行為は,④報酬をあたえる対
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象に対する動機づけと相互連関において,対象をいかに把握するか,①報酬をあたえる対象に対す
る態度をいかに組織化するかによってきまる。④教育的価値を賦与する対象は,報酬と特定の関係
を持つ役割履行に対してのみ,あたえられるべく,①また,対象全体に不特定な多面的な関心をよ
せる。即ち④役割履行の可能性 (量と質)は , 個人によって代替がきかず, ①対象の特定な属性
(たとえば,性格,技能,成績,社会的背景などのうちどれか一つ)に対してより,それらを統合
的に持つ人間に関心をよせることによってきまる,とみるのである。

②もちろん,先述のように,教育体制内的な報酬は,教育体制内部の条件や場面を基盤としての
み,象徴化されるのではない。この条件によって,①報酬情報は,機能的役割から,対象の役割履
行そのものに動機づけられる。①また,対象に対してあたえられるはずの教育作用, ことに,その
作用が,浸透し, 結果として産出されるもの (たとえば, 能力等のような)に重大な関心をよせ
る。

③ ParSOns等 によれば, このような対象把握, ないし関心のよせ方は, 体系統合的な機能であ
り,かつ,上位体系に適応的な機能であるとされる(6)。 これに従えば,教育機会の政策的設定にあ
たっての行為は,体系統合的機能が優先する行為とみることができよう。
3,①教育機会の利用レベルでの役害」履行の構造化にあたっての行為は,①政策レベルの示す教
育的価値の諸情報を,一般的に受容し,承認し,それへの接近を動機づける役割履行の基礎を求め
る。③政策レベルは,利用への欲求 (動機づけ)を,報酬の操作と規範というシンボルで組織化し
統制しようとする。利用レベルでは, この組織化,統制を受容し,かつ同調しようとする役割履行
行為の型を確定する。③欲求充足のための役割履行行為を,社会的対象としての,政策レベルとの
間に具体化するかまえをつくる。即ち,前稿で,①教育への要求,①操作の受容,規範への同調,
O適応 (欲求充足の過程)と したものに相当する。
②教育要求は政策レベルの機会設定情報との関連によってきまる。具体的には,◎機会そのもの
が持つ報酬の量と質,①その報酬の,教育体制外での通用度 (所得能カーーその能力がかなりの長
期にわたって生存を確保してゆくための資本となるか否か)に依拠する行為として表出される。
③操作の受容,規範への同調は,情報化,象徴化された期待報酬を, 自己の欲求に従って選択評
価し,構造化されたシンボルの特定のものに対して,行為を方向づけることである。具体的には,
教育段階や系列,それと連絡する教育体制外の報酬構造と自己の欲求との対比で,特 定 の教育段
階,系列を確定することである。

④適応は,役割履行の顕在化への出発点である。教育機会という教育的価値構造を, 自己の持て
るものを動員して欲求充足する行為といえる。

4.①これら役割履行行為の構造化にあたっての利用レベルでの行為は,④報酬の属性的価値の

ω)Parsons等 (51,55)の構造機能論による,社会体系 (集団)の機能分析上の, 技術的用具と考えるこ
とに従う。
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重視,①報酬の持つ属性への関心の強化が基本となる。このような対象把握 (教育機会の価値的把

握)と 関心のよせ方は;不 u用 レベルにおいては,重要な意味を持つ。それは,教育機会 (政策レベ

ルでの)が,学歴という資本的な属性を有していること,ま た,そ の属性を獲得することが, 自己

の生存条件を,新たな形で様式化することを可能にするからである。そのために,利用レベルは,

機会設定という報酬の構造や様式に重大な関心をよせる役割履行を構造化するのである。

②利用レベルに,そのような行為を準備させるのは,教育機会の持つ価値 (報酬)が,利用レベ

ルでの個々 (諸家族集団)において,生存のための目標 (よ り安定した生存への条件づくり)達成

への役割履行行為を規定し,また,その有用性を保証する基盤だからである。

① ParSOns等によれば,こ のような行為の方向性は, 価値の潜在化と緊張処理および, 日標達

成的な機能をあらわすものとする。り。 これに従えば,教育機会の利用レベルでの行為は,主とし
て,価値の港在化機能を示すものであり,副次的に目標達成的機能を合むことと理解されよう。

2-3 教育機能の再把握―一教育体制外との関連

1,① ParsOns流の構造機能論からは,一般に, 教育は, 価値の港在化機能を代表するものと

されてきた。①総体社会の適応の機能は,経済のしくみがあてはめられた。これは,社会にとって

使用可能な所得を生産することを主たる目標にし,そ こで生産された富が,多用途に適する一般化

された用具として,社会の迪応条件を形成するものだからであった。①目標達成的機能には政治が

あてはめられた。ここでは,社会の目標を達成するのに必要な先要条件を移動させる。これは, 日

標達成のために,用具の可処分性を,権力を背景に操作することであった。これら二つの機能を代

表する体制は,総体社会の発展 `変容に基本的な群と考えられている。

②教育体制については,ParsOns等は何も述べていない。彼等の所論から, 教育機能が,社会の

適応条件づくりにも, 日標策定 (社会変動の統制)に も関与しているとは考えられないので, 通

応, 目標達成以外の機能を主機能とするものと考えねばなるまい。従来,教育という作用が,社会

を構成する成員の育成を課題●
1)と し, 日標としてきたことから, 社会的価値の内在化, 港在化

と,成員相互の人間関係の調整機能を持つものと考えられてきたのである。

①この価値の港在化機能は,制度化された文化 (価値規範と行動様式)に焦点があてられ, ここ

での役割は,価値への方向づけを成員に行なわせることであるとされた。従って,ParSOns等 は,

この潜在化される価値様式は,一般的に恒常性の強い (多少の屈伸性,代替性はあっても)も のと

19 前注19)による。
仕〕 ほぼ一貫して,教育の最終問題は,こ の主題に従ってきた。教育原理 (た とえば海後 徳2),石 69),赤
堀 (59等)では,基本的にそうとらえている。山住 (85)は ,この問題を積極的に拡大し,親の教育権と
して主張し,松本 (80)は ,人間の価値の内面化に最終的に集約されるとする。しかし,た とえば Mannh_
eim(26)の 言うように,「抽象的人間二般というより,特定の社会の中で, その社会のために人間形成を
する」という条件づき形成論や,VaiSey(49)の ように,「個々人の生存条件を規定するもの」ととらえる
ことのほうが,よ り重要な,しかもより生産的な視点だと考えることはできないだろうか。
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規定する。これは,こ の機能が,制度化された (恒常的な)様式への同調性に主たる行為のねらい

があり,体制外で起った価値変動によって,恒常性に及ばされる圧力に抵抗しようとする性向があ
るからだと考えるからである。後述するように,こ こに,教育体制を位置づけることに対する疑間
が生じてくる。

④統合の機能は,法律休系や行政組織等があてはめられている。ここでは,個 々の行為者に対し
価値様式へと動機づけることの調整を行なうものとされる。この機能の役割は,価値の港在化を行
なう諸個人を,総体社会の目的の方向に分裂させることなく,調和した連帯として制度化すること
となる。従って,価値の制度化を行なうこの機能には,潜在化されるべき価値の再組織化ないし車
新を行なう能力を持つ, ということができよう。

2.①先にもふれたように, ここで,教育 (体制)の主機能を,単に価値の潜在化,体制内成員
の動機づけと調整のみととらえることに疑問がでてくる(19)。  教育の作用そのもの,教育の目標そ
のものを問題とする限り,港在化機能と位置づけることは可能である。しかし, これのみにては,
教育制度の変容を,教育学的,社会学的に説明するには不十分である。それは,港在化機能が,変
容に抵抗し,恒常性の確保を主たる機能的行為とするところから,変容の動因が発見できないから
である。そこで,変容の動囚を,潜在化機能の外に求めねばならない。わが国の明治以後の学制の
発展,変容,最近40年間ほどの各国の教育改革の進展をみても,総体社会での価値変動を消化する
形で,制度変容が行なわれているのである。

②統合の機能には, 先述のように, 価値革新の能力があるということで, 教育体制の変容の動

囚を,まず仮設的に, ここに求めることができよう。更に,①教育機会の政策的設定と利用が,教
育体制の構造化を行なわせること,①政策,利用両レベルの行為は,それぞれ価値統合的,価値港
在化的な機能であることをみてきた。しかも,価値統合的な政策的行為は,教育外体制によって規
定されてもいる。このことは,教育機会の政策的設定が,教育外体制での価値変動を受容しえ,な
お,それを教育的な価値に再組織化可能なことを示すとみてよい。

3.①以上のように考えてきたことは,教育が,排反的な二面の機能を持つという点による。そ
れは,①基本的性格として,必要不可欠である価値体系の維持,潜在化,①新しい教育的価値産出
のための変動への適応的行為 (新たな教育目標の設定と教育機会の再編成)である。これらをとも
に合み持つものが教育体制だと考えられよう。教育は常に保守性と革新性を有し,均衡させてゆか

ねばならないのである。これまでともすれば,潜在化機能面の強調が,教育学では優勢であった。

d勃 教育の主機能を,前注仕うのようにとらえることは,価値の港在化機能を重視することである。前掲山住,
持田等の主張が,教育の重要性は,親の教育権 (教育の私事性)を観点に構想されるところにあるのも,同
様の機能把握である。しかし,筆者としては,教育の重要性は,政策的な教育機会への親 (家族集団)の利
用を一般化する定式を,構想するところにあると思う。親の教育権 (私事性)の総和としての教育は,教育
の社会的存在意義を確認させる,教育外の社会的諸行為との関連性を疎外した次元での問題だと思う。従っ
て,清水 (72)の教育租界批判,Drucker(11)の 公事性の強調は,価値潜在化機能以外の何ものかを考慮
していたことになろう。
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機会革新の思想を前面に押し出した,人間能力開発論や教育計画論などが拾頭してきたとき,教育

が経済に従属・規定されることの是非が論議されたのも, こうした背景 からと言うことができよ

う(め。 教育が経済の動向に規定される,さ れないを決断することには,多 くの問題があろう。し

かし,規定云々とは独立に,教育が,何 らかの形で経済や政治と関連を持っていることは,た しか

なことである。この経済,政治との関連を吟味することなしには,教育の変容, ことに体系・制度

の変容を説明することは不可能である(14,。  もし,教育が,それ自体で包括的全体をなし,他の諸

社会的行為とは独立に存在するものならば,それは,様式化のみはありえても,変動を説明する要

因にはならない。

②教育制度を,教育のしくみの一般化された形とみるとき,制度の変容を引き起 す要 因は,その

時,他に求めねばならない。教育が,教育外の体制の変動に従って,そのあり方を変えてきた事実

は数多くある。わが国の大平洋戦争後の新しい教育制度, ソ連,東欧諸国,あ るいは1945年以後の

ヨーロッパ各国の制度変容等は,その事実を示してくれるC15)。  ことに,資本主義体制から社会主

義体制に変革をとげた東欧諸国においては,全 く異なった社会体制,それを支えるイデオロギーに

よって,教育的価値生産の目標,方法,内容が大きな変革をうけている。このようなマクロな次元

での制度変容は,社会体制そのものの変動をまともにうけた形で行なわれる。もっとミクロな次元

でも,価値の変動は起っている。これらが,教育体制に影響を及ばさないはずはない。

③教育体制内では,常に,新しい価値統合による,資源の流れの調整が行なわれ,革新の機会が

ねらわれているとみなければならない。このことを示すように,教育 (こ とに学校教育)には,労

働能力の育成と確保という,新 しい目標が,意識的に顕在化してきているのである。それも,単に

量的な面にとどまらず,よ り高度の教育という点で,質的な労働生産性の向上で策されてきている

のである(10。  この点から,教育的価値産出の計画化が考慮されることになった。教育をあたえる

ために支出された費用は,消費だとする意見が否定され,収益をあげうる投資という性格で見直さ

れている。この点が,新しい価値結合の様式化に積極的な意味のあることを確認させたのである。

この考え方は,価値の潜在化のみというより,潜在化させるべき価値に変動をあたえうることに積

19 所得倍増計画以来,教育と経済との関連が,わが国で重要な問題となった。従属,非従属の結論はともか
く,両者が強い関連を持つことは認めねばなるまい。 Mannheim(26)が , 現代の診断に従って, 教育的
価値の社会化を志向したのも,SChneider(58)が,「教育は,経済的な生産手段の継承」を役割とすると
いうのも,清水 (71)の 教育を労働過程としてとらえ,「一定の産出物 (労働力の確保と補充)を もって,
経済への適応を示す」とする考え方も,皆,教育と経済との連関を認めた上での論である。従って,それは
Vaizey(48,49,50),BarOn(2),Bennett(5)等 の教育は,生存への経済能力の賦与に主要なねらい
を持つとする考え方に同じである。それ故にこそ,WOOdhal1/Blaug(54),Musgrave c29),SChultz
(59)の,教育経済学的推計が問題となるのである。
1ひ たとえば, SChneider(50,BarOn(2),Eggleston(1の , H。lmes(10,狂 hayer/Le� t 99等が,
何らかの形でふれているように。

10 各国の教育改革を紹介したものにくわしい。(7,る 1,66,67,68,74,77,85)。
10 前注10を参照のこと。なお,教育投資論的な立場からの教育計画は,皆,こ の範疇にある。たとえば,ス
ベニルソン報告 鱚CIJ,UNE S CO C47),文 部省教育白書 (8の等が,これである。
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極的に貢献している。そして,教育が,人間形成を目標とする際に,経済性の観点から再把握する
ことの必要性をも強調するのである。

①以上によって,教育体制は,新たに価値様式の革新を,主要な役割履行とすることが,強 く要
求されるようになっているのである。とすると,従来,多少とも主張されてきた,教育を社会統制
の一型だとする思想を,前面に押し出すとともに,その意味を拡大したものと言うことができる。
ここに,教育体制の機能を,従来とは異なった角度からみてゆく必要性が生ずるのである。ことに

教育の機会の拡大現象, 経済成長と教育成長との密接な連関は, 従来の潜在化機能的な見方から

は,説明しにくいものとなってきているのである(17)。

4,①教育機会については,政策的設定と利用とを,基本的に考えねばならない。この政策的設
定と利用との均衡を,潜在化機能の中でどう説明するか。単に様式の維持・港在化過程内での均衡
とみるのか。それとも,設定と利用とを異なった機能間の均衡とみてゆくのか。

②もし,教育機会の設定と利用との均衡が,様式の維持・潜在化過程内での運動とみるならば,教

育計画という機会設定の必要性が説切できなくなる。教育計画は,教育機会の構造改革であり,教

育体制の価値そのものにも,何らかの形で変動を加えようとする行為い)である。この行為 (役害よ

履行)に対する認証は,教育体制外で象徴化されている。従って,様式の潜在化・維持という運動
・過程の中で説粥することは,教育体制内の要因で,体制外の価値変動を説明することになる。教育

計画は体制外からの教育に対する期待を,体制内の価値変容に教育的に縦訳し直すことであり,それ

に従って,体制外に適応してゅこうとする教育体制の役割履行を示すものである。ここから,価値

様式の潜在化という教育体制内の役割履行とは,多少異なった位相におけるものと考えられる。も

ちろん,そこには,◎新しい計画が,従来の価値様式に混乱を起さずに,新価値様式への同調を引
き起すものであること, ①現在の価値様式と矛盾しない限り, 革新への運動を最大に見つもるこ

と,が条件とされる。しかし, この条件があたえられたとしても,な お,計画は,潜在化機能とは

相対的に独立である。

5.①制度変容にともなう,教育的価値生産には,受容の教育体制への投入との間に時間差があ
る。これは,教育的価値の産出には,かなりの時間がかかるからで,各教育段階に割り当てられた

期間が最低の時間差となる。この最低限の差で,効果を最大にするためには,新 しい価値様式への

需要が,利用レベルに最大限に集積しなければならない。この利用レベルの需要集積が,価値港在

住り 前注儡),10,t跡でもふれたが,教育を私事性の総和とする考え方は,個人 (親)の教育権という権利を,
国家が義務的に受容する形ととらえている。ここにつぎのような問題点が指摘できる。①個別 (私)の総和
であれば,教育の機会は,個別の集積なのか。そこに,統制的機能はないか。②統制の立場から,逆に,国
家の権利としての教育機会の制度化に対し,個別の義務履行という側面は考えられないか。即ち,ク ラウザ
ー報告 (郷)での公教育の考え方,ま たは,富永 (75)の社会変動理論からの,「所有分配の法則化は変動
をうける。そして,その変動を平準化し,統合化する役割を,現代では教育がうけ持つ」とする考え方は成
立しないのだろうか。

19 前注,(2),ιO,144f10参照。なお,後注1211,似0,90で若干ぷれることとなる。
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化機能内で直ちに起ると結論できるだろうか。ParSOns等 は,経済体制内の景気変動,需要 =消費

間の時間差は,経済体制内での下位機能間の位相運動だけでは説明しきれないとみている。
。)。  こ

れと同様に,教育体制が,一つの主機能を持つと仮定した時,需要集積が,教育体制内の位相運動

の過程の中に解消できるであろうか。

②労働サービスヘの需要は,経済から直接に個人 (家族集団)に出される。しかし,労働サービ

スの質的な面については,経済は,個人 (家族集団)の機能に委託することはできない。個人は,

ちょうど,経済が需要 (消費面)に応じて生産の拡大を行なうとき,資本資金の調達を政治体制と

の相互過程で行なうように,サ ービスの質という,いわば資本の調達を行なわねばならない。経済

が,あ る種の財に対する需要に応ずるための生産を行なう意志決定をしたとする。その時,簡単に

言って,政治によって資本導入を保証してもらうとともに,家族集団から労働サービスを購入し,

経済体制内での生産に必要な位相運動を行なうことが必要となる。

③家族集団での生産にあたるものは,経済で生産された財・ サービスをより多く生存のためにス

トックすることであろう。このストックを拡大するためには,必要な資本を調達しなければならな

い。家族集団では,これを政治に要請することはできない。従って,資本は,金銭でなく,多少異

なった用具の形をとることになる。この資本が,労働サービスの質を表示する学歴である。この学

歴資本は,教育機会に適応する形で,価値様式の変容を受容するとき,教育体制からあたえられる

報酬である。この報酬は,潜在化機能にあるのではなく,価値の再結合能力を持つ機能に規定され

るものである。こうして,家族集団は,生存のための資本装備を,教育体制の港在化機能以外,即

ち価値統合化機能に委託するのである。この委託は,後述するように,経済と政治との間のように

利潤の予想という,一種の信用を担保 (リ スク)と して,手形で支払いがなされるのではない。す

べて現金決済である。しかも,家族集団での生産の拡大は,資本調達のための投資と効果の間にか

なりの時間差がある。この時間差は,労働力群 (労働市場)に参加する前に,「見込み」の形で投

資が行なわれることを示す。こうしたリスクをともなった先行投資への性向が,教育への需要の形

で,教育体制に投入されるのである。重要であることは,こ の需要の投入が,家族集団から教育の

港在化機能に対してでなく,統合的機能に対して行なわれるということである。

④ここで統合的機能とは,具体的には,教育機会の政策的設定に相当する。というのは,潜在化

機能には,教育的価値の生産を統制する能力がなく,ただ,生産の過程のみがあるからである。も

し, この統合的機能を,潜在化機能の下位機能に相章するものとすれば,制度変容 (機会の組み替

え)の主要因たる報酬構造は, 家族集団 (利用レベル)の教育への需要増によってのみ, 形成さ

れ,変容されることになるからだ。機会の変容のマクロな形は,こ のような利用レベルからの需要

増より,む しろ,教育体制外の価値変動に影響される場合が多い。家族集団からの需要増による変

10 ParSOns/Smelser Gl)の景気循環論による。
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動は,通常ミクロな場面で吸収,解消されているのである(つ。)。

①家族集団から教育体制への資本調達という行為は,教育体制が,資本装備の有用性を示す価値

様式を持つことに対してとる同調なのである。この行為 (役割履行)は,前稿で述べたように,教

育機会の設定枠内で均衡する性質のものであり,報酬構造を規定する政策的価値に変動をあたえる

ものではない。多くの場合,規範,分配の枠内でのミクロな変化,新 しい価値様式の形成ではな

く,提示された価値様式の受容数の増加で解消されてしまう。それは,資本調達の可能性が,既成

の価値様式によって限定されるからで,それへの同調が新しい様式を生み出すことはないからであ

る。むしろ,新しい資本としての学歴は,経済と教育との相互連関過程その,報酬の革新への動機

づけに支えられて,その価値を変動させるものと考えられるからあでる。

③従って,教育機会の基本的性格を決定する政策と報酬の操作は,あ くまで,教育体制外の価値

変動と相互交換できる能力を持った機能に位置づけておかねばならない。そこに,新 しく教育体待咀

内的にその価値変動を融訳できる可能性が生じ, 教育機会の変容を説明する契機が生ずるのであ

る。でなければ,利用レベルの需要を統制し,新 しい教育的価値を港在化のルートに乗せる動囚を

考慮することが不可能になるからである。

2-4 教育体制の主機能―教育体制外との関連再論

1,①以上により,教育体制は,統合 (教育機会の設定一― 以下E(I)と略称)と価値の潜在化
(教育的価値の潜在化過程―一以下E倒と略称)と の両機能を,主機能として持つものと,考える
ことができよう。

②教育機会の設定は,報酬の構造化だとした。ここでの報酬構造は,教育体制外で再構成される
べき価値を, 教育的価値に撤訳して産出するための教育体制の役割履行行為の構造である。 従っ
て,教育体制の統合機能は,教育体制外の報酬構造に対置される。具体的には,総体社会の課題達

成のための政治,経済等の体制の変動に方向づけられ,規定されることを意味する。195Cl年代後半以

後の能力開発論,教育投資論的な発想は,これに従っている(2つ。 経済の成長,こ れは,現代社会
の発展の基盤をなすものと考えられている。政治は, このために,総休社会の可処分所得を,経済
の諸分野に移動させることを行なっている。この結果として,経済体制内での生産は,飛躍的に増

大してきている。生産拡 (増)大に寄与する要素としては,最近,物的資本,労働力量の他に,労
働能力の質があげられてきている。経済体制は, これらの十分な確保を行なわねばならない。とこ

ろが,政治にしても, 経済にしても, 労働能力の質の向上と確保を行なう機能は持たない。たと

え,下位機能の中に,あ ろうとも,それは,単に,特定の技能の育成という特殊な形でしかない。

卿 前注,18),021,住η等参照。これらより,教育の私事性,親の教育権の問題は,こ のように結論づけること
が可能だと思う。
91 BOwman(5)に くわしいが,なお,UNESCO C4つ , 菊池 徳つ の紹介がある。わが国における経
済審議会の答申(6D,清水 C72,73Jの論文等は,こ の考え方に基づいているとみてよい。
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一般的な労働能力の育成, しかも大量の育成 。確保は不可能である。従って,それらを主機能とす

る特定の機能なり体制なりに,育成・確保を委託することになる(22)。

③経済体制内での生産拡大の意志決定は,単に経済内部の問題としてなされるものではない。総

体社会の安定の基盤として,社会を構成する諸成員の生存条件の安定化と,それを支持する政治の

目標とによって決定される。即ち,生産の拡大は消費の伸びを予想する。消費の伸びは,新たな経

済的価値の産出を享受しようとする,個人 (群)のより安定した生存への動機づけを,新たに刺戟

した結果と表現される。経済体制内での生産は,財およびサービスという形で象徴化される。個人

レベルでの,それへの接近ないし獲得が,新 しい生存様式を確立するとなれば,新生産財およびサ

ービスは,個人 (消費者)に とって,新 しい生存への価値として象徴化されたものとなる。教育体

制外のこうした変動は,人間の生存に価値的な変動(23)と みることができる。しかし, こうした価

値変動を,直接に,個人 (群)の潜在的価値様式に浸透させることはむつかしい。また,すべての

者に同等に接近させることも不可能である。というのは象徴はあくまで象徴であって, これは,単

に,人間に生存への欲望を刺戟するだけだからである。

① Galbraithのように,現代は生産が消費 (需要)をなき起すと考えることもできよう(24)。  し

かし,これは,マ クロな観点, 経済的な立場で言えることであろう。 また,Ricsmanの ように,

現代人の行為の基本的様式が,他人志向型であり,彼 らが,収入と支出の均衡を無視しても,地位

や威信の確保,象徴化のために,消費を伸ばすと考える(つ5)こ とも,基本的には,個 々の潜在化さ

れた生産様式に変動をあたえることの説明にはなるまい。 それは, ただ,家族集団内に留保され

た (ないしはされるべき)流動資金の若子の移動を意志決定するにすぎないから。それは,地位や

威信に依存する家族集団内的な支出様式の若干の変容にすぎないから。

③生存様式の変容,新経済価値に基盤を置いた価値様式の再構成とその潜在化には,中間媒介的

な変数を考慮しなければならない。それは,新しい価値様式の受容と潜在化を可能にするための基

盤確保へのルートである。このルートは,直接 (目 的)的には,経済へと志向している。

新しく提示された経済的価値が,生存への有用性を大きく象徴化するならば,それへの志向は強

まる。しかし,その志向は,家庭経済的には,支出への圧迫と見なされるので,志向が欲求充足に

転移するときは,収入との均衡を失なう方向性を強く持つはずである。もちろん,志向 (支出欲求

90 前注tO参照。
90経済体制内での新価値創出は,Galbraith(15)の ように,生産が消費をつくり出す形で,益々顕者にな
ろう。このことは,経済での新価値生産が,人間の欲望を刺激し,LiPset/BendiX(24Jの 言う,報酬分配
の法則を変化させよう。豊かな社会は BarOn(2)の言うように, 国民所得の増加による人間の生存条件
の水準向上を換起するはずである。それらが,Thayer/Levit c45)の 言う,職種構成の変容をもたらし,
人間の適応行為の質を変えるであろうことは明らかである。

囲 Calbraith(lDの ミ豊かな社会、構想の前提となるものである。
90 現代人の行動様式の分析の結果,Riesman(5∂ が論じた特徴である。もちろん,これが,人間の経済生
活様式に影響をあたえるのは言うまでもない。これが,ParSOns/Smelser Gl)の 家族集団の支出様式の分
析の中で,必要費目としてあげられた,地位や威信の象徴に対する支出項目を拡大することにつながろう。
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)が,収入をしのぐときは, 自己の信用を担保に手形で決済することは可能である。問題は, この

信用が,支出=収入の均衡を必らず回復できる点に置かれていることである。上述の変則的な収入

=支出均衡は,一時的に有効なのであって,永続的であることは許されない。均衡は,収入様式の

改善により補足されねばならない。原則的には,収入と支出が正則的な均衡を保っている時,経済

からの報酬が,家族集団の欲求充足と相互交換されるのである。そこで,収入様式の改善への手投

が,経済での新価値への志向に必要となる。手形決済の裏付けとなる信用は, この収入様式の改善

への手段が獲得可能の見込みの上に成り立 つているからである。一般的に, この収入様式の改善ヘ

の手段は,労働サービスの質 (技術)に規定されるものと言えよう。従って,経済へという第一次

的な志向は,第二次的な価値を持つものとして,手段 (技術)への志向に転移される。現代にあっ

ては, この手段提供の主機能は (学校)教育である (も ちろん,短期の均衡回復の手段として,公

的な職業訓練機関,私的な企業内技能教育等があるが)。 よリー般的には,教育体制 (そのうちの

E(I)と なるが)であると言うことができる。

③教育体制 (と くにE(IDは教育の機会の設定という形で,収入様式の改善の可能性とその構造

化を行なう。これは,学歴という形で象徴化される。従って E(I)は ,個 々 (家族集団)の生存様式

の改善に第二次的な価値の象徴となる(26)。  しかし, この象徴は,多 くの場合,新 しい価値創出に

同時的に整合するものではない。原則として,将来の経済的な価値変動を予測する形で先買いされ

る性格を持つ。こうして,E(I)は ,教育体制外の価値変動に対して,個人 (家族集団)の生存様式

の再構成に必要な新しい価値構造を,教育体制内的に生産し,潜在化過程 (E ILl)に流すための準

備をするのである。

2.①多くの場合, こうした教育体制外の急激な価値変動は,EILlに 直接に影響を及ぼさない。
それは,E(Llの機能の性格から,変動の圧力に抵抗する性向が示されるであろうし,場合によると

混乱が現出するだろうから。 E(I)は ,上述の新しい価値を,従来潜在化過程に入っていた価値様式

と,相互に葛藤, 矛盾しない形で調和しなければならない。このような葛藤, 矛盾を避けるよう

に,漸次的な変動を引き起すよう,E IL)に新 しい様式を導入する役割を持つ。 E(I)は ,教育体制外
の新しい報酬構造に対して,それに同調するよう,役割履行 (教育的価値の組み替えと構造化)を

したのと同様に,E日 に対し,新 しい教育的価値を,教育体制内での報酬構造として,投入するの
である。こうして E(I)は ,新 しい価値様式を受容し,その価値様式を潜在化させるという,E口 の
新様式への同調を動機づける情報となり,象徴となるのである。いわばE(I)は ,利用レベルの教育
体制への志向を受容し,ま たその志向を拡大する象徴なのである。

②従って,E(I)が ,E ILlに対して投入する新価値様式は,EILlに すでに維持されている価値様式

的 教育機会は,結局,HOlmes(18)の 言う,生存条件改善への期待の拡大に支えられることになろう。こ
の期待は, 人間の生存条件の平等化への推進につながろうし, 従って, MaCRae(25)の より高い社会的
地位 (生存条件の高度安定化の象徴)への願望となって結果しよう。Terrien 94)の 調査が示すように,
「教育なしでは,これからの人生はやって行けない」という考え方が,強まってくるのである。
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に矛盾しないものでなければならない。同時に,新価値様式の潜在化過程への定着が,ないしは新

価値様式への変容が,最も効果的に行なわれるものでなければならない。従来,教育のねらいが過

去の文化遺産の伝達と,それに依拠した個性の伸長とにあったのも,また,初等教育段階が義務教

育として,従来の価値様式の潜在化に重点を置いたのも,こ の故である。一方,初等教育段階の縮

小,中等教育段階のコース分化が強調されているのも,上述の説明となる。一般に新しい価値は,

それ自体で有用ではあるが,従来の価値に上乗せされ,対比されて,新 しいものへと修正されてゆ

くとき,更に大きな意味を持つ。

3.①  EILlでの機能は,E(I)の提示する象徴を,具体的な潜在化過程に乗せることとなる。ここ

での過程は,E(I)に 規定されて実質化すると同時に,家族集団の教育志向を受容する形で進められ

る。従って,後述するように,利用レベルの教育への志向(支払いの量と質)に見あう,収入様式の

改善への機会 (有用性)を ,明示しなければならない。現代社会 (こ とに先進諸国)でみられるよ

うに,最低限の経済的報酬を得るに必要な,個人の役割履行の評価額が,教育的な価値に支えられ

ることになると,生存様式は,教育と深い関連を持つことになる(27D。

②EILlは ,E(I)の 諸象徴を,具体的な情報ないしは家族集団の志向の対象として,新しい教育的

価値生産の手つづきを示すことになる。家族集団の教育需要の投入は,第一次的にはE(I)に対して

なされるのではあるが,E(I)は ,ま だ価値の象徴ないし情報であるため,そ の具体化過程,有用性

の潜在化の手つづきを第二次的に志向する形で,実質化するのである。

2-5 教育体制の総体社会における機能的位置

1,O教育体制は,総体社会の中で,統合と港在化の両機能を主機能として,あわせ持つものと
考えてきた。Parsons等 の言うように,総体社会の中に見られる,すべての体系,集団等は, 4つ

の機能に分割された,そのいずれかに位置づけられる(28)と したとき,教育体制をどのように,ま

たどこに位置づけることができるだろうか。たとえば,文化,道徳,宗教,あるいは家族集団とい

った,価値の潜在化機能を主機能とする体系等と同列に置き, 目的と活動の形態とを異にするだけ

の体系と考えるのか。それとも,少し異なった位置づけを考慮すべきなのか。ことに,先述からの

ように,教育体制を,統合,潜在化両機能の併存と規定すると,問題は複雑となる。

②従来から,教育の総体社会での位置づけはむつかしいものとされている。たとえば,上部室下

部構造論の中でも,そのむつかしさが表われているとされる(2。
'。
 教育がそのねらいとして,価値

様式の潜在化(こ とに信念体系を扱かうとすれば)を持つとすれば,ま た,行政などのように,教育

が,階級支配の用具として使用されるならば,上部構造の中に位置づけられよう。一方,教育の結

捌 たとえば,成田 (78J,GIass(16)が 述べるように,経済構造の変化と, それにともなう職種構成, そ
の職種への最低条件の明細化が,教育機会への利用レベルの接近,密着化を促進してきたのである。
981 ParsOns tt C51,55)の 考え方に従う。

④ 清水 (71),持田 Gl)に よる。
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果が,生産 (経済)と の関連で,人間生活の全般的な土台を異なったものとすることを認めれば,

経済と同じく下部構造の中に位置づけられよう。

③同様に,Parsons流 の構造機能論においても,その位置づけはむつかしい。家族集団と経済休

制との関係は,労働能力と財・サービスを交換しあうという過程で直接的である。教育は,両者の

媒介的位置にあると考えるべきか。もちろん,こ の媒介的位置は,通過が任意であることから,必

然的な媒介ではない。家族集団の経済に対する志向は,任意の意志決定の総和で表わされるし,従

って,教育体制 (こ とにE(I)での)の報酬構造は,家族集団と経済との交換過程の外に置かれるこ

ともありうる(30)。  教育体制は,総体社会における基本的な機能ではあるが,一種のサービス機関

でもある。

2. ①総体社会の構成をみると,中核的な存在は成員である。その成員は,制度化された体系と

しての家族集団によりどころを持っている。そして,生存のために,目 的的には,経済体制と主な相

互交換過程を成立させている。価値の潜在化機能の中核は家族集団 (以後 L(F)と 略称する。主に家

族集団の主機能を問題にするときに使用する)であると言えよう。文化,道徳の体系は,家族集団

(LIF))の ど成分 (特定の体制・集団は下位機能として,適応(a),日 標達成僧】統合ti),価値の潜

在化 lllを成立せしめている。以下,下位機能を表わすときに上述の記号を用いる。)と して保有さ

れている。また,宗教の如きは,L(F)の 港在化された価値様式に,副次的,特殊的に附置されると

考えられる。これに対し,教育体制は,家族集団に港在化されるべき価値様式を提供している。し

かし,一方においては, 経済的価値の創出様式をも提供し, L(F)の 目的的僧)な機能を統制してい

る。このことから,他のL機能集団・体系とは異なり,L(F)の 価値様式に従属していないと言うこ

とができる。場合によると,L(F)と教育体制とが,関連を断つことによって,L(F)の生存に何らか

の悪条件化の方向を生じさせることもある。このことは,宗教,道徳等の体系とLIF)と の間に,任

意の関係断絶があったとしても,経済的価値倉」出の資本としての価値様式に,ほ とんど影響がこな

いのとは異なる。とすれば,教育体制と家族集団とは,特殊な相互交換過程の中にあると考えられ

よう。

② L(F)の労働サービス僧)に対する,間接の報酬操作が,経済から教育体制を通り,L(F)に 流動し

てゅくことを考えると,家族集団と経済体制との中間に介在するものとして,教育体制を考慮しな

ければならなくなる。つまり,家族集団の成員が労働市場 (L IFlと A(経済)と の相互交換過程)

に参加するとき,つ ぎのような役割履行能力の形成と履行行為の段階を経てゆくとなれば
(31), と

80 多くの国で,社会福祉政策,国防問題,産業政策罰最ち警塚P忌嬉樫宏下経詩扇基甕倉重息榛露2暑亀話ある。ことに,社会福社政策は,教育に負の接近を重
なテコ入れを行なう。これが,教育を経由しないで経済との交換過程に入らせることになるからである。な
お階層を考えると,Riesman(5の ,Barber(1),Kahl c20),Kluckhohn c2の 等のように,階層によ

教蕃線缶ほ誰葵紀晏豪祭貴看兌i宴換皇魯Y蓬農をa箱≧亀名祀「簑警屎曇払,著¢整戻9害管輩骰銭各ぶ多
いのである。

all Parsons/SmeISer Gl)に よる。
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tlう 点からである。即ち,①労働への最も一般化され社会化された動機づけ一一家族集団の生存へ

の最低保証のための経済への動機づけ。①一般化された役割履行の能力への志向―― L側のAへの

強化された方向づけによって,教育体制への動機づけ。O訓練された役割履行能力形成―一 L(F)→

E IL)→ E(I)と いう,経済への先行投資と資本装備過程。①労働力に編入――経済体制への参加の一

般化されたもの,L(F)は , ここで教育への先行投資によって, 学歴という資本装備がなされてい

る。③特定の企業に雇用――投下資本に最も効率よく見あう収益の確保。①特定の職業上の役割の

割り当て一一地位,威信等による,よ り安定した経済源への委託の完了。⑥実際の課業一一経済的
価値への欲求充足の維持。

③これらの段階のうち,直接に教育が関与する段階は①のみであるが,①～①までには,間接的
に関与している。ここから教育体制は,経済体制より,む しろ家族集団に密着しながらも,経済休
制での報酬構造へ接近する,よ り安定したルートをなしていることがわかる。これを衝明に図示す
れば,つ ぎのようになろう。

図 1.教育体制の位置と諸体制との関連
注
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駅めぞ 虫D

O A=三 L 繁れ孝Ξど麦隻筵擦誘絡摺漢霧衷ム委託)
① Lこ三E 鉄客傭喬程吾著q健衆蚕纂炎春窺傘8凍畢;

③ EILl=E(1)籍を糧蟄蜃選唇撮父完暑露おそ暑を璽握3暴
制)

③ Aこ三E 野志絶酵邑そ彊帰看拿全:蚕焉奪怒堡雪]象警
◎ Gこ三E 騒とk唇得蟹£菫旨:壇釜尼a:§念旨酵Rな

3,①家族集団の教育体制関与をみてきた。ここで, これについて, もう少しふれておくことに
する。家族集団が,総体社会の成員の再生産の場であることはもちろんのことである。さて,家族
集団の最大の課題は,生存と子孫の繁栄である。これらの課題を達成するには,生存に成要な最低
限の栄養が問題となる。栄養は,それぞれの家族集団が持つ価値様式に従って,標準的な目録が作
成されることによって決定される。この目録は,経済との相互過程において獲得の機会が生ずる。
従って家族集団が社会的な意味を持つのは, この財目録の獲得という用具 (手段)的行為において
である。

②一般に人間は,い くつかの目標を持ち,それぞれの目標に対するウェイトづけには,個体差があ
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ると言われるe2)。 このウェイ トづけられた目標に従って,財目録が作成されるとみてよい。原始時

代,未開社会のように,生存への必要条件たる財の生産とその手段がLIFlに保有せられているなら

ば,財の目録構成は単にL(F)の恣意によって作成されよう。しかし,現代のように財等の生産が,

L(F)か ら隔離し,他の機能集団に移動しているときでは ,L IFlの財目録の作成は,財生産の機能に規

定されると言えよう。 従って, それらLぼ)以外の機能で要求する役割を適切に履行することによ

ってのみ,適切な欲求充足があたえられると言えるのである。

③ことに,資本主義社会では,社会全体が,余剰物資 (財・サービス)の分配のしくみによって

決定されてくる。余剰物資のス トック (見込み)は,それぞれの家族集団の威信を決定する。現代

においては, この生存への必要最低限以上の財・ サービスのス トックを求めることが,L(F)の 最大

の課題となっている。多くの場合社会の余剰は,権力 (一般的には政治)によって分配される。家

族集団の多くは,この権力への競争に参加することにより,生存へのより安定した条件づくりを行

なわねばならない。このような権力による余剰の分配は,生産技術の進歩によるとされる(a3)。  権

力 (政治)は余剰の生産を統制し, 家族集団の財ス トックを操作する。 権力が財ス トックを支配

し,生産技術の所有が権力を規定するとなれば,家族集団の権力志向は,まず技術への志向になっ

て具体化するはずである。

①経済の構造が分化し,複雑化し,大規模化すると,交換の媒体としての貨幣は,それ自体,正

当な欲求を充足する能力を持たないが,それと引き換えに,欲求充足の対象に接近させてくれる。

貨幣は一般的な欲求充足の用具となるのである。この一般化された用具は,それ自体の中に象徴的

に,権力,特権,威信を合みこむ。このことから,一般に財目録は,貨幣に転移されて,貨幣の量

で換算されることとなる。この権力,威信を持った貨幣への接近,多量のス トックが,生存への安

定条件を作り出すのである。権力を規定するものとしての生産技術 (経済的な)は,貨幣ス トック

ヘの可能性を示す象徴となる。ここに技術が,欲求充足の第二次的価値として, L IFlの行為の対象

となる。ところが,技術は家族集団外の機能に属している。そこで,技術賦与能力を持つ機能への

志向を強めるのである。技術は,多 くの場合,経済体制内的な象徴であり,その象徴の具体化,港

在化は,教育体制に委託されるものと考えられている。

4.社会階級,階層は, この技術の構造,な いしは,生存への価値創出様式の港在化の水準によ

って分類された集団である(34)。  社会階層体系が,技術 (権力)への機会の構造として,ま た,異
なった評価の社会的地位 (余剰のわけまえにあづかれる)を獲得するための機会の分配として考え

o扮 Lenski o⊃ は,これらのゴールを個人的,日標的なもの (生存,健康,威信,慰安,再生等)と ,用具
的なもの (貨幣,教育,訓練等)とに分けて考え,後者を,Parsons等 鱚∂ の言う,第二次的な価値を示
す,個人の行為の対象であるとする。
831 前注に従って,Lenskiは ,用具的な目標への個人の接近には,権力が介入するとみる。権力は技術の進
歩に支えられ,これが個人への報酬の分配を支配するとみるのである。
190 階層は,所得 (収入),職業,学歴等の総合で,分類できるとされてきた。ここで言う,生存への価値倉じ
出様式の構造は,これらの指標を一般化したものといえる。
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ることができるのも, この故である(36)。  この価値創出様式は,従来潜在化していた価値創出様式
に変容を起すことなしには獲得できない。 L(F)の機能的性格からして,変容を自ら起すことはでき

ない。変容のための意志決定はできるとしても,それが効果をあげるためには,新 しい価値様式を

あたえてくれる機能と相互過程を結ぶことによらねばならない。この機能がE(I)における教育の機

会とするならば,L(F)の あり方は,かなりの程度,E(I)に 規定されることになる。

5,①家族集団には,社会的適応条件として,収入,支出様式の決定,その均衡が問題となる。

支出の型は,生存に必要な財貨への支払いと,階層,威信という象徴に対する耐久消費的な文出な

どによってきまる。これらの固定的な費用は,かなり安定した形である(a6)。  これに対し,収入は

かなり不安定である。収入 (量)を きめるL IF)の価値様式 (資本)は,ほぼ港在化されたもので ,

この点では安定的である。しかし,そ の価値様式に見あう報酬は不安定である。経済体制内の景気

変動,技術革新という価値基準 (対価)の変動は,絶えず行なわれる。この点から,すでに潜在化

された価値創出能力 (技術)に対する評価は,絶えず低下してゆくことを予想しな けれ ば ならな

い。これほど長期的な変動を考慮 しなくても,病気, 死亡等, 短期的ないし偶発的な事態の対処

は,収入様式をより不安定にする。

②長期の変動を考慮した時,最初から耐用年数の終末においても,固定費用および一時的な文出

を支え,偶然時の事態に適応可能な流動資金を保持できるような,価値創出能力を港在化すること

が望まれる。従って,L IF)の経済的な適応条件の中には,教育 (価値創出能力の確保)に対する,

かなりの固定費用を見込む必要がある。支出の型の決定には,現在と将来とを均衡させた形が必要

となる。将来のための梢費 (支出)は, 教育に向けられるものであり, 経済的価値倉」出の耐用年

数がきれたとき,次世代への適応的連続を確保するためのものである。この将来における経済的適

応基盤の確保に,どの程度のウェイトを置くか, これが教育需要の実質化を左右する。 それだけ

に,先世代の価値創出能力による消費 =投資 (現在対将来のウェイト)の均衡が問題となるのであ

る。階層によって,教育への需要の形態が異なるのは, この故である。(37)

3.家 族集団,教育体制それぞれの機能的構造

3-1 家族集団と教育体制への意向

1.前述のように,家族集団においては,収入と支出の均衡,支出における消費と投資との均衡

09 Barber(1)に よる。
90 ParSOns/Smelserは ,消費函数の分析にあたって,家族集団の経済的な問題を,こ う考えている。
1371 階層による教育への志向の強弱は,教育社会学における重要な研究課題であった。それらの多くは,中流
階級の優位性を,知的能力の分布,動機づけ,階層上昇への期待の差から,下層階級との比較の上で考察し
たものである。たとえば,既掲の Barber,Eggleston,Kahl,KIuckhohn,LiPset/BendiX,Riesman,
Thayer/Levit,Warner等 の調査または論文でふれられ,更に,BOyle(6),Douglas(lo),う uncan
(12), FIoud(1つ , Glass等  (17),Husen(19), sewell(40), SharrOcK(41),Spady 92), SWift
(45),WolfIC(55)等の研究もある。
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が,生存への行為の根幹を決定する。もちろん,家族集団の機能は,経済的志向にもとづくものば

かりではない。しかし,これは,現在の生存ないしは,将来の生存に必要な活動であるとみてよ

い。となれば,これらは,経済的価値への置き換えの中に吸収されるであろうσ

2.①主たる家族集団での機能的判断と行為を,経済的バイアスで述べようとする理由は, L(F)
が,①収入と支出の均衡,①現在と将来との優位判断によって規定される点にある。①支出の様式

は,L IFlの生存への条件,緊張処理のあり方,社会的な位置 (階層,威信という)等に従う。つま

り,成員の生活状況を示す。従って,こ れらに関係ある諸判断,諸行為は,支出の総許容額に規定

されてくる。①生存は一時的ではない。成員一人については,価値収益をあげうる期間は有限であ

るが,子どもを生み育てることは,価値収益を,かなりの期間,固定的に永続させることを前提と

する。ここで,現在の生存は,すでに得た収入様式に従う。しかし,将来 (次世代)は , これに従

うことはできない。むしろ,よ り高度の, より安定した収入様式を獲得する可能性がある。 しか
し,こ の新しい収入様式獲待の可能性は,現在の収入=支出の均衡から判断される性格を持つ。現

在の均衡を手形決済的な変則均衡とし将来に「カケ」るか,現状維持を重視するか,こ の二者択一

的な判断は,経済的なベースの上でなされる(38)。

②この二者択一的な判断は,基本的には,現在での生存条件を,多少でも犠牲にする用意がある

か否か,あ るいは,将来に対するリスク (危険負担)を肯定するか否 かの「カケ」の上に成り立

っ(39)。  _般的性格として,生存条件の安定化は, このリスクを受容し, これに「カケ」るところ
から芽生える。としても, リスクの程度判断は収入=文出均衡の状態によって異なる。収入が支出

より多ければ, リスク判断は弱化する。しかし,こ のリスクは,先行投資に対する将来の収益で均

衡するものであるから,経済的条件の差を超えて,共通な性格を持つものと言えよう。

3.① L(F)の リスクヘの志向が,教育への志向を強化する。 報酬華犠牲均衡判断は, この意味
で, リスクヘの志向と同義となる。もちろん,報酬 (将来)と犠牲 (現在)と の均衡は,単なるバ

ランスシート上での均衡ではなく, リスクにともなうはずの収益可能性の大きさによって規定され

てくる(40)。  L(F)が負担するリスクは経済単位で測定されるが,そのリスクは,一般に,教育体制

が,元本保証という形で支えてくれる,と いう信仰がある。経験的に,そのことは証明されている

のであるが,なおこの信仰は,原則的であることによって, リスク負担は,教育への正の集積を示

す指標にはならない。階層によって,教育への志向に強弱が生じるのも,このためである。正則的に

は, リスク負担が,現金決済の上に成立しているからで,次世代 (子どもに対する意味づけ)をど

側 たとぇば King(21)の 言うように。
130 Sewell(40)が ,教育への志向を決定させる重要な要因を,家族集団内の経済的資源に求めたのも,
Bowman(5)が ,学校教育に対する個人的な投資選択の方向を,「個人ベースでの費用=報酬 (C OSt=
beneFit)の 分析によってきめられる。経済学的に言えば,個人は学校を経由して, 未来の潜在的な所得能
力 (方向を持った)の獲得に対する,合理的な行為で反応する」と考えるのも,このことを示すものと言え
よう。

倒 現在の受験体制の強化,わが国独自の浪人の問題 C69,72,75)な どは,これの具体的な現象と言える。
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のようにするかが,問題となるからである(41)。

②このことは,現世代と次世代との収入の安定的連続を,現在の生存条件において判断すること

を意味する。このことは,正負の方向はあろうとも,生活設計が,かなりの程度,教育への志向に

よって規定されていることを示す。先述のように,経済への志向 (直接的な生存条件の確保)は ,

教育体制をワンクッションに置いてなされていることを示すものと言えよう。

4.こ こで L(F)の生活設計を構造化してみると,つ ぎのようになろう 。

表 1 家族集団の機能構造

′・ 生活設計―一生存のより安定した条件の設計,社会的上昇への志向 ″
③ 収入様式の質的向上・安定――財貨ストック量の増加への意志決定,新価値様式志向の一般化
◎ 支出様式の設計一―消費と投資との均衡判断に基づく, リスク負担への条件づけ
① より安定した価値創出能力の内在化への意志決定――リスクヘの「カケ」の意志決定
① 収入様式安定と向上への意志統一
α・ 経済基盤の確立―一生存の具体的設計の条件づけ

③ 生計費配分と流動資金の確保一一リスクヘの投資配分の決定
④ 支出の抑制―一リスク資金の用意
① 消費とリスク資金との均衡一一リスクヘの「カケ」の判断,報酬室犠牲均衡判断への条件づけ
① 夕ヾランスシート

ゼ,生活水準の維持と評価一―潜在化した価値の維持と潜在化可能な価値の評価
③ 収入と支出の均衡,消費とリスク投資との均衡の維持
① 標準的な生計目録の決定―一生活設計の確認
① 支出様式の価値判断―一リスクヘの動機づけ
① バランスシートの一貫性
ガ・ 生活水準の維持と変容との調整・ 統合

③ 収入様式と支出様式との均衡調整
① 支出様式の均衡調整
① リスクヘの重みづけ
① バランスシートでの調整――収入様式改善への機会志向

3-2 教育体制における下位機能の構造

1,① LIFlの このような教育への志向は, g,a両下位機能において決定されるが, これらが,
直接に教育体制の形式体としてのE(I)と相互交換をすることはむつかしい。E(I)の設定枠,設定形

式に規定される潜在化過程としてのE ILlに ,移 し換えられるという過程を通る。 E ILlは ,L IFlの教育

への志向を受容し,その志向が有用性を持つものだということを,情報化したものとみることがで

きる。というのは,E(L)が,価値の潜在化を主機能とし,E(I)が体系化した諸価値様式を,利用レ

1411 既掲 Khckhohn,Barber,Kahl,Riesmein等の指摘がある。即ち, 子どもを,家族集団の末来像と
考える (中流階層)か否 (下層階鉤 かと教育との関連である。
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ベルに投入する実質的な教育機会なのだから。

② Eコの下位機能のうち 夕と ,と の両成分は, LIFlの 夕,,と の相互交換過程に向けられる。

ゼ,ガ 両成分は, E(I)から示される報酬構造の情報を内在化させ,それに適合する潜在化の過程を

用意するものとしての象徴となる。もちろん,EイL)は ,教育体制の機能の部分である。従って,L
(F)の教育への志向を教育体制内に移換させた,利用レベル的バイアスを持つとしても,L IF)の よう

に,個別的,特殊的な性格ではなく,一般的,統合的な性格を持つ。 E(L〕は,教育機会の有用性を

具体化してくれるものとして,L(F)の行為 (志向)の対象となるのである。

2.L(F)の 夕,α は,よ り安定した収入 (価値)様式への志向であり, そのための支払い準備 (

適応への条件づけ)であった。これに対し,E(L)は ,成功への効率 (′ ),有用性への支払い能力
の確保 (α )と して,L(F)の 志向に対置される。このことは,L IFlの教育への志向の中に合まれる

リスクに対し,確実な保証を用意していること,安定した収入様式への委託に耐えうることを示す

ものと言えよう。従って,L(F)の 教育要求を正当化し,動機づける対象 (E ILl夕 ),報酬の認識の

対象 (E(L),)をなすものである。フ,α 両成分が,L IFlの リスクに対する保証を象徴化するのに

対 し, ',ゼ 両成分はつぎのことを示す。成功への効率,有用性への支払い能力は,制度化されて

いること (ゲ ), しかも,効率,支払い能力は,かなりの程度, 安定して維持されるように,教育

体制内的に潜在化されている (ゼ )こ とである。この裏付けによって,L(F)の 志向は,成功への確

信,有用性への信頼となって,教育機会の利用に顕在化するのである。その上, ケ成分では,E(I)
によって,絶えず変容 (新 しい機会創出の可能性―新収入様式の創出)が準備され,潜在体系化さ

れる手つづきの中におかれてゆく。そして,L(F)の 志向とリスクのあり方を操作するよう機能して

ゆく。ここにおいて,E IL)の ゼ成分は,新 しい,収入様式獲得の過程と役割履行のあり方を示すも
のとして,規範への同調,選択評価というL IF)の 対象となる。また, ゲ成分は,欲求充足 (第二次

的な)の機会として,L(F)の教育体制への適応の対象となるのである。

3,こ れら簡単な考察によって,E ILlの下位機能の内容を表示しておこう。

表 2 教育体制潜在化機能―E(L)― の構造

フ・ 成功への効率――LcF)の教育体制への志向の正当化

③ 教育結果の有効性一一資格,学歴等,教育資本装備の可能性保証
① 成功への条件づけ―一リスクの保証
① 目標としての価値体系の様式化――報酬の提示,教育資本の価値保証
① 生産調整――価値内在化への保証 (正負の操作)
o,有用性の支払い能力の確保――教育機会利用の有用性, リスクに対する支払いの準備
③ 有翔性,生産能力の創出―一教育資本装備の性格決定
⑥ 有用性への条件整備――リスク保証の物的準備  ′
① 有用性の価値様式―一リスク保証の内容と規範
① 支払い能力の管理――リスク保証の統合と分配の体系化
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ゼ. 教育過程――価値様式潜在化への手つづきと規範の設定

◎ 教育の水準維持――新価値様式の水準維持と役割履行の規範の設定
⑥ 価値生産への適応一― リスク保証の内容,価値の学歴への置き換え (段階,系列ごとに)
① 価値創出様式の維持一―教育内容,方法等,報酬に見あう役割履行の基準設定
① 価値倉1出様式の管理――役割履行に対する報酬分配の規純
づ.価値の潜在化過程の制度化と革新の機会一一介配基準の体系化
③ 新しい価値様式への機会の保証一―欲求充足の組織化,機会利用との相互性の調整
⑥ 新機会のリスク保証の手つづき――相互性の拒否条件,役割履行に対する選別
① リスク保証の過程の体系化―一個々の役割履行行為の判断基準,許容・支持の規範
① 価値創出の機会の管理―一分配体系の管理,役割履行行為判定の基準

4.① E(L)を ,L(F)の 教育需要への役割履行の動機づけとすれば,E(I)は ,E(Llで の港在化手つ

づきを支える価値様式の体系である。この価値様式 (教育体制内的な報酬構造)の体系化のために

は,E ILlに おける,教育の有用性の支払い能力に対して,保証を行なわねばならない。教育体制一

E(I)―が制度化されるその行為過程は,①教育体制外への目的的適応と,① E(L)に対する新しい教

育機会の設定という,教育体制内での報酬の構造化とに分けられる。○これは,A(経済),G(政
治)と の相互過程であり,①これは,E(I)と E(L)と の相互過程である。

② E(I)の下位機能的構造は,E ILlの それぞれの下位機能成分に対応して構想される。 E ILlの フ,α

がL IFlと の関連で考えられるのと同様に,E(I)においも, ′,ど は,教育体制外との関連で考える

ことができよう。アはGと ,'は Aと の関連においてである。

5,①教育機会の体系化は,E(I)の主機能であるが, これは,政策的価値 (夕 )によって,第一

次的に規定される。この政策的価値に従って体系化の方向が決定され,教育体制での報酬体系 (価

値構造)の基盤が規定される。ここでは,主として, G(政治)と の関連で,政策的価値が問題と

なる。政策的価値は,教育の総体社会に対する役割履行に見あう形で,政治からの合法性の保証を

うるのである。教育に対する具体的な報酬は,通常,経済体制からあたえられる。もちろん, この

報酬構造は,経済と政治との相互連関によって,総体社会の目的に従うものとされる。これは,政

治による保証を必要とする。一般的には,教育体制内での価値様式の組織化は,経済からの要請と

して,経済成長に貢献できる価値創出能力の委託がなされて,は じめて行なわれる。これが,教育

体制内での価値様式の革新への動因となるとみてよい。それが,基本的に政治の目的と矛盾しない

限り(すでに経済が,政治との適応関係を通じて矛盾は解消されてはいるが),教育機会の革新は,

教育の社会的意義を確認させる,役割履行の内容となる。(42)

②従って,教育体制の主要な役割履行の基本を決定する政策的価値は,それに従う報酬体系と必

要な価値生産の規範と分配基準を,それぞれ規定するものと考えられる。即ち,政策的価値の設定

は③教育的な次元での価値生産の基盤 (教育生産に必要な教育条件)を必要とし,①価値生産の過

団 菊池 (65)の論文によくあらわれている。
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程 (教育生産に必要な教育過程一学歴をあたえるための価値内容,方法等の決定)と ,O分配体系

(学歴のランク,誰にあたえるか等選別の基準)と を操作することによって,教育体制の役割履行

は,一貫したものとなる。しかし,こ うした役割を履行するため,L(F)からの教育需要を換起しな

ければならない。 E(I)の役履割行は,労働能力の育成という教育的な生産を通して,総体社会とL

(Flとを結びつけることにある。

③このことは,E(I)が,社会的な有用性の評価をうける基盤である。 L(F)か ら教育に投入される

先き買い志向は,労働能力,所得能力の向上の可能性保証に支えられている。政治,経済からの要

請は,これら労働能力,生産能力を,社会発展の方向に即して育成してくれるはず,と いう信用に

支えられている。これら,教育体制外からの志向,信用が,教育の有用性を確認させ,役割履行の

基盤をあたえてくれるのである。ことに,経済,政治からの信用は,教育の機会の革新に必要な資

金を,教育に投入し,政治がそれを保証する,ないしは合法化するという手つづきで,教育の役割

履行様式の革新を規定するものである。この履行様式が,教育の政策的な意志決定なのである。具

体的には,政策的価値に対する評価が教育費の配分を操作する。この教育費は,教育的な価値生産に

必要な政策的な資金である。従って,こ の資金の投下,引 き上げは,政治の教育に対する価値評価

(役割履行が産出した教育結果の有効性評価),即ち,見込み収益の可能性評価によって決定され
る。この形は,L IFlの教育志向にともなうリスク負担と同様の, リスクを合んだ,先行投資とみる

ことができよう。もっとも,現在においては,投資のあげる収益 (国民所得の増加にプラスすると

いう)は ,かなりのものであることが,経験的に実証されている(43)。  これによって,年 ,々国民
所得に占める教育費比率は向上してきているのである。

6.① E(I)内での下位機能間の関連は,教育的価値生産様式構造化の過程において,つぎのよう

に考えることができよう。先述のように,経済からの教育に対する労働能力創出の委託は,政治体

制による収益判断に従う, リスク資金の投入によって行なわれる。この場合,経済体制からのみの

委託は,教育体制の価値創出と潜在化の新しい手つづきを要請するにとどまる。経済的条件は,政

治からの新しい教育目標統制の支持と委託の形で,教育に関する諸費用配分の意志決定によって生

み出されてくる。政治そのものは資本を持たない。しかし,資本なり資源なりの移動に関する能力

(権力)を持つことによって,経済体制内の流動資金を,教育へと移動 (リ スクヘの資本投入)さ

せるのである(44)。  こぅして,新しい価値様式の創出に必要な政策的枠組みと経済的基盤が提供さ
れる。ここで, E(I)は ,役割履行の効率化を指標に,必要な費用の配分を意志決定するのである。

②費用の配分は,政策的な教育機会のあり方の意志決定 (ア )に従って行なわれる。教育費とし

鯛 SChultZ(諦 ),文部省教育白書 (85)等に例示されている。
と』 前注80でぶれたように,教育への資本資金の割りあては,他の諸政治施策への資本割りあてと競合する。
このように,総体社会の経済的支出にあたって,固定費用 (社会福祉政策費,国防費等)の操作と,収益を
生む投資 (産業政策,教育政策等)との間に,競合が起るのは,家族集団での消費と投資との競合と同様で
ある。
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て投入された,教育体制内的な可処分資金の配分は,政治,経済が,教育に予測した利潤判断に従

うと考えてよい。 E(I)は ,政治が求めた利潤に相当する収益を,体制内で生み出すことが可能なよ

うに,教育費を配分するものとみることができる。これが,教育条件の設定ωである。教育条件の

設定は,教育生産の適応的基盤として,体制外の動向を最も具体的に反映することとなる。たとえ

ば,最近のように,制度改革の最終目標が,高等教育卒の学歴 (教育資本)を多量に産出すること

にあれば, これは,体制外の要請 (従 って教育費配分)が , こうした形で,教育の役割履行を決定

しようとしていると考えられる(15)。

③このような事実は,教育政策の最終日標 (従 って体待1外の要請)が,いずこに向けられるか (

どのような教育資本類型が最優先的に産出されるべきか)によって,政策的基盤と教育条件が規定

されることを示す。もっとも,教育体制内での資本配分は,た とえば経済におけるのとは異なり,

単純に需要拡大部門のみに,重点配分をすれば事足りるのではない。教育における価値産出が,段

階的に連続しており,高次段階に優先順位があたえられると,それに接続する低次段階に副次的な

優先順位があたえられねばならない。教育資本の装備は,低次段階からの累積によって成立するか

らである(46)。

④一方,こ の教育条件は,経済からの委託による,新 しい教育的価値創出を,従来の様式とは矛

盾しない形で統合組織化する,教育制度 (ケ )と歩調をあわせねばならない。それは,教育条件の

整備が,制度に対し,機会革新に必要な資源の投入と確保を行なうことと同義であり, この資源の

投入によって,教育制度が生み出すはずの利子を予想しなければならないからである。

③教育制度 (')そ のものは,ま だ形式にとどまる。この形式を支える内容は,教育過程 (ゼ )1こ

内在する価値の体系によってきまる。従って,教育制度は,機会革新に対する価値体系のリスク負

担を,潜在化体系に委託する必要がある。これは,従来の価値港在化の様式に忠誠を示すことで ,

従来の様式から矛盾することなしに,新 しい潜在化様式を再構成させることである。その際,新港

在化様式は,永続的に維持されるという保証と引きかえに,教育過程 (ゼ)に対 し,(りから,新価値

潜在化の基盤を提供することで,構造化される。

たとえば Reeves等 (55)の論文のように。
前注切にあげたものに合まれる教育計画論に見られるように。
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教育制度 |)

○
↓ ↑

教育条件 (a)

教育政策 (g)

↓↑③
教育過程 (う

以上の関連はつぎのように図示されよう。

図2 E(1)に おける下位機能間の関係 注

Oi三
=a簑
苓醤標た謝事念驀写畠畜保

と投入

③g=三 i瑠碁琴潜発需矯些兒際粂腺婆語;
③ l=三 g怨

埋後飛粂
容への合法性保証要請

③a=1藝雛イと篠難鱗鍵瑞
◎g=三 a警尿霧動含決定要請
①i=三 1嬢套垂朝集な蓬プ

スク負担の委託

7.以 上によって,E(I)の 下位機能の構造を表示 してみよう。

表 3 教育体制統合化機能一―E(I)一 ―の構造

夕. 教育政策一―教育機会設定の基本方針,政策的価値の意志決定

③ 政策的価値の評価―一政策変更の意志決定,教育体制の役割履行様式の評価
① 政策の妥当性一―資源の操作,日標の設定,教育費の配分決定
① 機会に関する政策的決定―一目標としての価値様式の維持,教育資本装備の評価
① 制度改善への意志決定―一新目標による新役割履行の可能性判断,見込み収益増加への意志決定
o・ 教育条件一一政策に対する支払い能力の確保,教育体制内的報酬の操作
⑥ 教育条件の性格決定――教育費配分への要請,教育条件産出のための資源ストックと流動性の確保に
よる支払い能力の産出

① 物的条件の整備―一支払い能力の基盤整備
① 教育条件の価値様式―一教育目標に従う文化的内容の維持,支払い能力の維持に必要な基盤整備
① 教育機会の開放一一人的資源開発,選別,支払い能力産出の調整
ゼ. 教育過程―一支払い能力産出の潜在化過程,規範
◎ 水準の維持と評価―一教育生産の水準維持と永続化
① 水準維持のための適応―一教育過程の目標確認,潜在化様式,規範の条件づけ
① 価値維持のための潜在化様式〒―教育内容,方法等の選択・決定など,価値潜在化の手つづき基準
O 価値維持の体系化一一教育課程等,潜在化過程の調整と統合
ぢ. 教育制度―一教育生産過程の能率化と調整,教育機会のら配体系化
◎ 制度の評価――機会体系化の妥当性評価,教育生産過程の能率判定による過程変容の意志決定
① 目標,役割の体系化―一段階, 系列の決定による生産過程の調整基盤,過程変容のための流動性の確保
① 実践の体系化――教育生産過程維持の手つづき
① 管理機構――教育生産過程の管理,過程組み替えの可能性検討
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3-3 家族集団と教育体制との関連

1.① E(II E(L), L(F)の それぞれの構造はほぼ以上のようであった。
前述のように,教育体制外の要請にもとづいて,教育的価値の生産方式が構造化された。それら

は,こ の要請に対する,教育体制からの支払い能力の正当化,確保,維持,管理,調整を通して構

造化された(47)。  しかも,一方ではL(F)か らの需要をも想定していた。従って,E(I)は , L(F)の 機
会利用換起に必要な,潜在化過程の具体化,有用性の象徴化された情報と言えよう。この情報の最

も具体化されたものが教育条件― E(Iン である。教育条件は, もちろん,教育政策― E(I)ア の見込

み収益を充足する,支払い能力の確保をもとに,配分された教育費によって,具体的な教育生産の

場と手つづきの象徴である。

②より具体的には,教育段階,教育系列ごとの施設・設備,有用の価値や機会を利用できる収容

数など,受容状態を情報化したものである。 しかも, それらは,需要 (利用)に従って,す ぐに
も,生産を可能とする状態にある。 L IF)か らの教育需要は,こ の教育条件という象徴 ,情報を受容す

ることではじまる。それは,価値や目的や制度が情報化されても,具体的な過程の顕在する場が情

報化されないと,有用性への確信による意志決定は行なわれないからである。この意味で,教育条

件の体系化の情報は,教育過程の具体的な行なわれ方を示すことになる。従って,E(I)の 教育条件
の体系化は, E(L)に おける具体的な潜在化過程と,それを経由して L(F)に流されてゆく報報の基礎

となる。このことは,教育条件が,E(1)の E(L)に対して持つ相互交換の窓口であることを示す。

2.こ のようにE(I)の教育条件という下位機能が, L(F)か らの需要を充足する,教育過程の具体
的な水準を提示するものとすれば(48), E ILlで の有用性の支払い能カー E ILlα は, L回 の個々の需要

に見あう,教育施設・設備を持つ具体的な教育機関,教育過程,利用の受容等を示す,有用性の具

体的情報と言えよう。これらが,結局は,教育条件という一般化された機会の情報に接近する, L

(F)の志向を強化する媒体となる。

L側に対して,こ れら具体的情報が貧弱であれば,有用性は低く評価される。従って,成功への

効率― E ILlヮ ヘの L IF)か らの依存は弱化する。 E ILlの潜在化手つづきは,基本的には成功への効率

によって規定される。この意味で,L(F)の 目的的意志決定は, これに対してなされる。しかし, こ

れはあくまで名目的な教育機会の価値である。名目が実質化されることによって,需要が顕在化する

と考えねばならない。需要の顕在化 ,ないしはその拡大のためには,成功への効率を高めることの可

能な教育過程の条件を整備することが必要である。成功への効率― EIL1 9は , L IF)に供給すべき,

471 教育機会の設定(政策)レベルは, ParSOns等 (51,55),Ramsby(54)の 言うように,集団志向 (CO11‐
ecti� ty‐orientation)的 方向性を持つ。ここでは,個々の教育実践,教育事実は,一応,機会設定には外
在的なものとなる。家族集団は,自己志向 (Self‐ O� entation)的 なものと考えられる。 E(L)は ,こ の
両者の中間にあって,集団志向的な象徴を,自 己志向的な情報に転換させる位置にある。
と9 WHte(5の の言うように,現代は,経済的資源の増加への強調から,人間資源の成長確保への転換点に
ある。更に教育は,経済的に新しい技能を生む用具 (lacilities)と して,家族集団に投入さ身とるものである
と彼は言う。ここでは,こ の観点に立つという意味である。
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有用性をより確実に潜在化過程に乗せるべく,E ILl,と E(I)α との相.互交換過程で導入されてくる

資金を統制することとなる。

3.① L(F)における目的的な行為は,生活設計の基本方針とそれに必要な経済基盤とに従って顕
在化する。これらの行為は, 現在の生活様式の構造と変容を, 教育に委託する方向性を持ってい

る。 それが, 教育に対するリスク負担の決定を生み, そのための資金を確保する行為となる。 も
し, リスク (投資)に対する収益 (不J潤)が,E ILlα によって少ないことが示され,E(L),に よる

収益向上が保証されないならば, リスクは大なるものとして,資金は教育から引きあげられてしま

う。

②報酬=犠牲均衡判断は,第一次的には, LIFl,こ三 E ILl夕 の相互過程でなされる。むしろ,判

断は,E(L),に 依存してなされる。 E ILl夕 の機能が強力であれば,効率は高くなるはずで,それだ

けリスクの見かえりとしての収益予想は, L(F)に有利となるからである。この第一次的な判断は,

第二次的には, L(F)か らの教育費負担の受容となって, L IFlαご
=E(Lン

の交換過程に入るのであ

る。事実,L(F)の負担する教育費支払いは,名 目的には,学歴であろうとも,実質的には,それが

一般化された学校に対してなされるからである(49)。  ことに,よ り高い学歴に対する教育費負担に
ついては,生計費中に大きな比率を占めるものとなるから, この投資量に見あう効率が保証される
ことなしには, リスクは大きくなる。

③ここに一つ大きな問題がある。E ILlヮ で示される成功への効率は,ま だ一般的な,報酬確保の可

能性の情報にすぎないからである。この一般性に実質的な保証をあたえるのがE(I)である。E(I)で

設定される教育過程の基盤であるE(I浄 ―教育条件は,教育体制外の報酬の分配状況に応じて,枠
づけられる。とすると,E(L)ヮ に対する保証は,教育体制とその産出した能力を雇傭する経済との

間に,産出=雇傭の均衡が成立することでなされるのが原則といえる。いくらL IFlが資金を投入し
ても,ま た,それによってL(F)の見込んだ資本装備がなされても,それが実際の労働市場で,収益
の獲得をもたらさなければ,資金投入,資本装備は価値がないからである。もちろん,資本装備が
完了した時点では,労働力への編入で,一般的な可能性は保証されるが,企業への雇傭が実現しなけ
れば,可能性はあくまで可能性であって,名目的なものにすぎない。従来,教育体制が産出する労
働能力は,産出=雇備の均衡に関係なく,増産されてきた。この場合,よ り高次の教育段階では,
雇備需要を下回る産出の傾向が強かった時代ほど問題は小さかった。わが国におけるように,戦後
の教育制度の変革によって, しかも, L IFlの教育需要にこたえる形で,中・高等教育の能力産出が

行なわれるようになると,せ っかくの資本装備も,単なる可能性ではなく,実質的な収益と関係を

持たない,威信的なものに変っている。威信はなお,経済体制内での余剰分配の特権的な象徴では

49 潮木 (60),原 田/友田 0の らのみるように,第一次的には学歴に対する志向である。 しかし,一般的
には,教育への評価は,学歴の可能性を示してくれる学校に対して行なわれる。そして在学する学校によっ
て,学歴への志向,欲求水準等は変容するのである。しかも,こ の学校は,E(L),と しての教育条件 (
有用性への支払い能力の具体化)で代表されるのである。
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あるが,経済体制参加の形は,潜在的失業の形で象徴されよう。

4.①たとえ,教育体制が産出する労働能力が,名 目的な所得能力であろうとも,それは,一旦企

業に雇備されるとなると,かなりの収益を見込める可能性,有用性の象徴である限り, L IFlか らの

教育需要は拡大するであろう。もし,名 目的であるとして,実質的効用を棄てれば,すでに,生活

設計革新の機会を失することになるから。

②下層,労働者階級は,いずれも,収入様式が,不安定で,流動資金の内部留保は,かなり困難
である。生計上のバランスシー トは,現在の生活において,すでに,流動性のない形で均衡してい

るか,ま たは,支出が収入を上回ろうとしている。 このことが, 教育の名目的な有用性の象徴か
ら, 目を転ずることになっている。もし,教育の産出するものが,名 目的であろうとも,必然的に

実質化されるものという見込みがあれば,教育への志向が強まるだろうか。また, もし,教育に必

要な投資資金が,収入様式からの分配の形をとらず,L IFl外 の負担となれば,教育への志向が強ま

るだろうか。この問題は,大きなものとして残されよう。

3-4 教育と経済との関係――おわりに

1.教育に対する経済の要請 (労働能力育成の委託)は,総体社会の発展に不可欠という見方が
強まってきている。従来,教育の果すべき役割としてあった人間形成も,経済的基盤から考え直す
ことを余儀なくされるものである。たとえ,順体制的な発想であっても,教育が,社会的に存在意

義を見いだすためには,現体制下にあって,その維持と発展に奉仕すべきは必然のことである。
2.教育体制が,総体社会の発展に寄与する機能を持つと仮定すれば,その機能を十全に果すこ
とが必要となる。教育作用は, 一つの生産過程である。 そこで生産されたものは, 社会の中で活
用されねばならないことを示す。教育の生産は,教育外での生産に直結するものでなければならな
い。経済にその活用を委託することが,最も効率的であり,教育は本来,そのことを大きな役割と

してきたと思う。教育は,価値の港在化機能として考えられてきたと一般に人間形成と言われる。
しかし,そのことばの中には,単に人間に内在化すべき価値意識の潜在化のみが,合まれていたの

ではない。経済的な基盤からの価値意識の潜在化が,大きな部分を占め,経済生活を豊かに行なえ
る人間形成の意味がこめられていたと思う。

3.従来, ともすれば, この経済的基盤での教育への接近は邪道とされてきた。教育の機能は,
経済体制とは,かなり隔離されたところで考えられ,変容してきている。もちろん,教育制度は,
経済の必要に応じて,教育系列の変容という形で,関連を持っている。このような教育の整備は,

形式面であろうとも,機能的にも,経済の体制変容に寄与してきているのである。経済の発展が,

人間の生活全般の福祉化の源泉となってきたことを考えあわせると,教育機能をも,経済発展に寄

与させる形で考えることが可能である。

4.教育投資論的な発想は,社会全体として,教育に費用をかければ,それだけ見かえりがある
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ことを基礎とする。教育体制の整備に費用がかけられることは,それだけ,それを利用する者の所

得能力の向上が約束されることとなる。もちろん, この場合,教育体制の教育生産が,経済の雇備

と均衡 しなければならない。均衡 しないことは,教育生産の効率のロスを大きくすることに同義で

ある。それは,教育体制の限界,特質とも言えようが,教育生産と経済雇備が均衡 しての教育の実

質的効率の向上が,教育の社会的役割履行上,必要なこととなるのである。ここに,教育計画,こ

とに,経済発展計画と歩調をあわせた,教育の長期生産計画が必要となる基盤がある。

5,も ちろん,こ のような考え方の背後には,世界各国の経済生産体制の変容がある。資源の第
一次生産から,第二次的な加工生産を通って,現在では,第二次的な,効率拡大加工生産時代に入

っているのである。物的資源は有限である。従って,単に,有限な資源を人間生活に必要な用具に

加工するだけでは,発展は望めない。限りある資源に代って,人間自らが,新資源を創出してゆか

ねばならない。この資源不足の補完,新資源創出を実質化するための知的資源の創出・増強が必要

となるのである(5り。

6. 教育への経済的基盤からの接近が,経済学から発想されたことは注目すべきことである。い

きおい,教育生産の経済性を量的に把握することに努められてきた。このことは,教育を経済的な

見地から,機能づけることに,必要であったことによろう。しかし,教育生産と経済とが, これら

の考え方の中にひそむような,直線的なかかわり方を持つか否かの問題は,改めて指摘し直す必要

があろう。この問題点の中には,教育計画なり,教育生産なりに関する,教育学,な いしは社会学

的な立場からの,教育体制の再把握の必要性が指摘されているからである(51)。

これらの問題については稿を改めての考察が望ましいものと考えている。

側 たとえば,清水 (72,/59,Drucker(11),CrOs(9)に 見られるように。
6〕 山内 (34)は ,教育計画を,「政策や運動を通じて,一定の教育理念が現実に具体化され,実態化されて
ゆく過程」ととらえ,教育改革 (教育体制,こ とに機会設定の変容)の一要素とみる。菊池 (64)は ,現代
の教育計画の主流を,計量経済学的モデルの側に立つものとし,経済と直接的に教育が結びつくものかを疑
問として,社会学的モデルの必要性を強調している。これらは,清水 (75)が ,教育投資を,技術学的範疇
に置いているのとあわせ,教育学,社会学の側からの問題提起とみてよい。教育機会の政策と利用とを,需
要→供給の相互交換過程とすれば,教育計画 (その基盤としての教育投資)は,政策レベルの需要測定 (教
育体制外からの要請に従う)だと考えることができる。これらの需要を実質化するためには,これらの需要
を教育的に翻訳する過程を,当然,必要としよう。また,そ こで一応の法則化が行なわれなければならない
のも当然であろう。
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